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１．人口減少による料金収入減や設備更新ニーズの増大を考えると、将来的に下水道事業は 

 大幅な赤字に陥る可能性がある。 

 

２．こうした状況を認識し、局は既に経営計画を作成している。しかし、大幅な収支改善のため 

 には、設備更新のやり方を抜本的に見直す必要がある。そのためには民間企業への包括委 

 託やコンセッションを積極的かつスピーディに導入することが有効である。 

 

３．その際には現在、都庁の業務の一部補完にとどまっている監理団体の役割もあわせて大 

 幅に見直す必要がある。例えば都のみならず、他の自治体の業務を包括委託やコンセッショ 

 ンで引き受ける等の積極策を含む、あらゆる選択肢を２．とあわせて検討すべきである。 


